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OR発展への期待

三根 久
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1995 年は第二次世界大戦終結の 50 周年に当たるが， を巧〈組み合わせて，なるべく矩形に近くなるような

この半世紀における諸科学技術の発展にはめぎましい 大ききの矩形の形状を定めて，その大ききの鉄板を鍛

ものがあるものの，その多くが軍事科学に由来してい

ることは否定できない.オペレーションズ・リサーチ

(OR) も軍事 OR として発達してきたが，これが戦後

の産業の経営に取り入れられて大きな発展をとげた.

特に，米国における発展は目を見張るものがあり，経

営科学としての OR の地位は確固たるものとなった.

周知のように， OR の先駆的研究として第一次世界

大戦の初期になされた Lanchester の法則がある.一

方 1937 年に，英国でレーダを用いた防空システムの開

発が開始されたがハードウェアを対象とする技術的研

究 (Technical Research) だけではなしこのシステ

ムの運用研究 (Operational Research) の重要性が指

摘きれた.これが OR という名称の起源だとされてい

る.

当初，与えられた兵器をいかに効率よく使用するか

ということで， OR の訳語として運用学が当てられた

が，米国では 1955 年頃より，ある特定の地域で展開き

れる戦闘局面においてどのような兵器が有効で、あるか

という武器体系の開発方式が重要であると考えられ，

作戦要求に見合った兵器を開発することが OR である

ということになった.そこで，中国では，史記巻五十

五留侯世家第二十五にある「運誇策雌帳中，決勝千里

外」から，中国科学院応用力学研究所の初代所長であ

った許国志先生が提唱きれ運蕎学が使用きれるように

なった.運誇というのは「はかりごとをめぐらすJ，す

なわち計画するということで計画，計劃，計略はすべ

て同じ意味であり，雌帳は作戦会議を行なうテントで

あって，運詩学の日本語訳は計画学となるのである.

OR の中で，与えられた大きな 1 枚の矩形の鉄板か

ら大ききのさまぎまな複数の小きな矩形を切りだす際，

どのように組み合わせれば残って捨てられる切り屑が

最小となるかという問題がある.無計画に大きな鉄板

を圧延するのではなく，逆に所要の小さな多数の鉄板
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造する方が歩留まりがよいのである.すなわち，フィ

ードフォワードの計画学の方が有用なのである.とこ

ろが，有限の大ききの鉄板を圧延するときは端の部分

は自由境界となっているため十分に力が加えられず鉄

板の周囲の部分は鋼材として使用できなし鍛造技術

がよくないと歩留まりが悪いのである.このような意

味で OR や IE などの管理技術よりも鍛造などの固有

技術の方が効率的なのである.

ところで，これまでの日本経済は資本や労働力をで

きる限り集約し，産業の巨大化の追求とその効率的な

運用，管理によって生産性を高め高品質・高機能の商

品を世界市場に提供するという高度経済成長のパラダ

イムが自由貿易体制のもとで成立したが，高度経済成

長の時代には大規模なシステムを計算機を利用して効

率的に運用するインダストリアル OR の果たす役割は

大きかった.しかし， 日本の生産システムの効率化は

確かに国際競争力を強化して輸出を拡大し労働者の賃

金を引き上げ人々を豊かにしたが，高賃金はコスト上

昇をまねき，さらに円高となって競争力を低下させる

に至った.このように，産業の発展の結果自己矛盾を

引き起こすことから産業の成熟化が生じるとともに産

業は空洞化の方向に移行する.これまでに成功を収め

た主力産業を海外に移し，またそれらの産業を韓国，

台湾，シンガポール，中固などのアジア NICS 諸国に

ゆだねていかなければならない.

高度経済成長期に日本は未曾有の繁栄を誇ったが，

バブルの崩壊とともに土地の評価損は 500-700 兆円，

株式のそれは 300-400 兆円で，総額で 1000 兆円に達

するといわれている.わが国の GNP は 500 兆円であ

るから 2 年分の資産が吹き飛んだことになり，国家予

算の規模は 75 兆円であるから 10 年間国家予算全額を

損失補償に注ぎ込んでも及ばないのである.

わが国の輸出産業のほとんどが壊滅的打撃を受ける

為替レートは 1 ドル=95 円だといわれている.この超

ドル安円高で日本経済の破綻をくい止めるのには，企

業のリストラ，生産拠点の海外移転，内外価格差の是

オベレーションズ・リサーチ© 日本オペレーションズ・リサーチ学会. 無断複写・複製・転載を禁ず.



正などが必要で、ある.現在の円の実力は 1 ドル=170

くらいとされており，この差 170-95=75 円は 44 %に

相当するが，市場が適切に機能するのであればいずれ

は解消するはずで、あるにもかかわらず内外価格差は解

消していない.

いま，内外価格差が大きい商品を日本に運んだとし

ても，横浜や神戸に着いたとたんに日本の価格体系に

組み込まれ，その運賃，荷役料，倉庫の保管費用，冷

凍費用，電気代，グス代， トラックによる輸送料，高

速道路料金などすべてに日本の料金が適用されるので，

このような流通経費のために日本の同種の商品に比べ

てそれほど安価とはならないのである.劇的な安売り，

すなわち価格破壊は中間流通の経路を短縮して量販店

に工場から製品を直送する方式ならば可能である.先

に述べたように， 日本の消費者が海外で買うのに比べ

て 44 %も余分に支払っているのは日本の経済機構を

維持するためのコストであると考えられる.

経済が国際的に結びつき， しかも情報通信網の発達

によって世界が l つの経済圏になるという「国境なき

経済」が生まれようとしている.このために外国の経

済政策の結果が直ちに国内に影響を及ぽすことになっ

て，一国の経済政策の適切な運営を行なうことがきわ

めて難しくなって，いわゆる「メカゃコンペティション」

が生じている.これは，経済面における開放政策のも

とで、新興発展途上国がグローパルな国際市場に参入し

たことによって引き起こされた「大競争j のことであ

るが，このようなグローパルな経済・産業の再調整を

いかに克服するかも重要な課題となっている.

わが国は，これまでに成功を収めた中心的産業を海

外に移すとともに中国を含む東アジア，東ヨーロッパ

あるいは中南米などの低賃金国にゆだねなければなら

ないし，ソフト，サービスの分野により重点を置かな

ければならない. しかし，製造業がなくなるのではな

しこれも消費者ニーズにもとづいて高度技術を駆使

したより付加価値の大きい製品の研究開発が要求され

ている.国家として戦略的に判断しなければ，本当の

空洞化が起こることになるしこれを恐れて保護主義

に走れば世界経済の破滅となろう.

高度経済成長期には，生産システムの効率化にあら

ゆる手段を導入して成功を収めたが，これには経営学，

経営科学，経営工学面などの中核をなす OR の役割lは

大きかったといえる.ハードの技術にライフサイクル

があるように，ソフト技術としての OR もライフサイ

1995 年 1 月号

クルの問題と無関係ではいられない.インダストリア

ル OR も空洞化しないための努力が必要であろう.急

激な経済構造変化の中での OR のあり方としては，こ

れまでに成功した分野から OR の適用分野をさらに拡

大させることが必要である.工業においては生産のフ

レキシフやル化が進められているのと同様に，フレキシ

ビリティを有する OR が求められよう.

上述の OR の水平的拡大とは別に，企業，社会にお

ける OR の垂直的発展が必要となる.企業内の単位現

場だけの問題解決だけでなく，企業全体からさらに企

業を越えたオベレーションの最適化を図る必要があり，

経営者が OR の理念に従って経営するためには， OR

自体がより広いシステムを包含したトータルな OR

(TOR) となるべきであり，そのような方向の OR 技

術の開発も不可欠でやある. ところが，米国で一時期期

待の大きかった社会問題に対する OR の適用は困難で

あっ τ，社会を計画的に科学的な管理によって運営す

ることは米国でも成功していないように思われる.た

とえば， PPBS も結局政治的な配慮なしでは行なえな

いことが明らかになり，お倉入りとなった.しかし，

あまりにも複雑で不合理なシステムであり科学的な管

理方法が適用され難い金融，サービス，流通などの分

野に使いやすい手法を開発することも OR の課題であ

ろう.方法論としては OR を再構成して，より高度の

OR を生み出す必要があり，一方では， OR の啓蒙によ

って経営者，官僚，政治家が OR を理解するよう努め

るべきであろう.

これまでの OR教育はいわば OR 労働者の養成であ

った.OR が真に社会的に貢献するためには OR 技術

者だけではなくて， OR 経営者， OR 官僚， OR 政治家

になれるような人材の育成が不可欠で、ある.それと同

時に OR が人々を動機づけ， OR で示された方向に誘

導する社会技術を OR の実践者が身につける必要があ

る.

以上述べたように，今日，政治経済社会は大きく変

化しているのに対してわが国は有効な政策を打ち出せ

ないように思われる.世界的に通用する普通的な内容

を持つ文化，独創性のある新商品の開発，先端技術を

促進する研究組織の確立，それらを実現するための資

金の調達などが焦眉の急となっているが，独創性の豊

かな OR の人材を養成することが最優先の課題である

と考えている.
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